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令和 7 年度第 1 回青森市第三セクター経営評価委員会会議概要 

 

１ 開 催 日 時  令和 7 年 10 月 22 日（水）10：00～10：55 

 

２ 開 催 場 所  青森市役所 議会棟 4 階 第 2 委員会室 

 

３ 出 席 者 

（１）委 員     委 員 長  紫関 正博（青森公立大学教授） 

     副委員長  西谷 俊広（公認会計士） 

     委  員  蛯名 哲治（税理士） 

 

（２）株式会社アップルヒル 

代表取締役社長 佐藤 文一 

経 理 部 長 今 百合子 

 

（３）法人所管課 地域づくり振興課 

課長 鶴賀谷 敏彦 

主査 蝦名 大介 

 

（４）事務局 行政資産経営課 

課長 岩渕 寿哉 

主幹 長内 寛幸 

主事 佐々木 優香 

                主査 赤坂 勇亮 

 

４ 会 議 概 要 

  株式会社アップルヒル及び法人所管課に対し、経営状況基本情報シート及び経営評価

シートの内容についてヒアリングを行った。 
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５ 主な質疑内容 

委 員：目的適合性についてであるが、貴法人は、法人の設立目的である「地場産品の販

売や地域農業産品を活かした新商品の開発及び普及並びに地域振興に資するイ

ベント等に関する事業を行い、農業振興及び地域振興の向上に寄与する」ため

に、地域情報の発信などの公益的事業を含む各種事業の展開に取り組まれてい

ることは大いに評価できるものと考えている。 

その上で、今後の更なる展開として、市の第三セクターとして公益性を担保し

つつ、地域振興等に寄与していくための方向性についてお聞かせ願いたい。 

 

法 人：財務については、順調にきているので、営業方針はこのままの路線でいきたい。

また、公共団体や青森市の事業、イベントには今後も積極的に参加していきたい

と考えている。 

 

委 員：効率性・効果性についてであるが、職員 1人当たりの収益高が 3年連続上昇して

いるなど、効率性・効果性の判断基準となる各種の財務比率も改善・向上してい

るので、評価できるものと考えている。また、市民ニーズの把握に当たっては、

施設内に意見箱を設けて「お客様の声」を吸い上げ、ニーズの把握・反映に努め、

商品のオンライン販売や催事販売の出店先の見直しなど、積極的に事業の見直

しを行っていることについては評価できるものと考えている。 

また、社内定例会議を活用し問題の把握や原因分析を行い、事業の改善･見直し

に努められているとのことだが、具体的に改善を行った事例をお聞かせ願いた

い。 

 

法 人：長期間にわたる原材料の高騰でレストラン部門の材料費が非常に高くなり、粗利

率がかなり落ち込んできた。そこで社内会議の中で、メニュー価格を上げていか

ないといけないという意見を聞いたり、市場価格のリサーチをした上で値上げ

をしていた。定番メニューの値上げのほかに、特注弁当などのおかずの構成を原

価の安いものを組み合わせたりすることで、だいぶ利益率が下がるのを食い止

め、逆に上がってきた事例もある。ほかには、各部門の応援体制を話し合い、時

間帯で他部門へ応援にいくローテーションを確立するなどの改善をした。 

 

 委 員：経営状況基本情報シート 11 ページ目「地域特産物の県内外催事販売・PR 活動事

業」について、売上高の実績値が目標又は計画値を下回っているが、それはどの

ような理由によるものなのかを確認させていただきたい。 

  

 法 人：県外催事は百貨店への出店がメインだが、コロナ禍以降、百貨店への出店回数が
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減っていることが関係している。県外催事への出店はどうしても赤字になって

しまう部門で、売上高が 100 万円未満の赤字が目立つような百貨店への出店を

やめたり、また、新しい百貨店へ出店して、それでだめだったらまたやめるなど、

随時、県外催事の出店について見直しを図っている。令和 6年度は、年間で 7 回

出店しているところを 5 回にし、2回分減っており、その減った分で売上自体は

当然落ちているが、費用対効果を考えると、赤字の部分が減っていっているので、

効果は出ており、これからも続けていくと思う。 

  

委 員：経営状況基本情報シート 11 ページ目「地域特産物の県内外催事販売・PR 活動事

業」について、売上高の目標を立てたときの状況分析についてお聞かせ願いたい。 

 

法 人：コロナ禍の中、目標を立てたものだが、売上高は徐々に回復傾向にあったため、

コロナ禍中の実績ではなく、コロナ禍が始まる前の3年間の実績を参考にした。 

  

 委 員：そこは常に見直しを行い、目標と実情を合わせていくということか。 

 

法 人：見直しを行っていく。 

 

委 員：アップルヒルの経営自体は非常に好調だが、経営状況基本情報シート 12 ページ

目「高等学校インターンシップ受入れ事業」が低調と見受けられた。具体的な打

開策や実行計画を教えていただきたい。 

 

法 人：高等学校のインターンシップについては、コロナ禍になってから学校から要請

が来なくなっており、ただ、インターンシップという 3 日間の研修等には来な

いが、社内見学等が増えている。これに関しては、学校側等が見るジョブカフェ

あおもりのサイトにインターンシップや社内見学などを掲載しており、サイト

を見て社内見学へ申込んでいる者がいる。ここ 1 年間で 40 人くらい申込みがあ

り、インターンシップとは違うのでカウントには入れてないが、そういったも

のは効果が出ている。今後は近隣の学校等に DM などで案内していくことを検討

している。学校の方針もあるので、無理に参加させるわけにもいかないが、アッ

プルヒルの取組は、多方面に周知している。他の道の駅と 3 か月に 1 回くらい

駅長会やっているが、こういった取組はアップルヒルが圧倒的に多く、他のと

ころはほとんど実績がない。学校側の方針もあるが、インターンシップという

形の 3 日間の研修が極端に減っているのは確かであるが、社内見学等は増えて

いる状況である。 

 



4/7 

 

委 員：組織運営の健全性について、社内定例会議や取締役会において PDCA サイクルに

よる経営マネジメントの検証及び改善を進めていること、個人情報保護のほか

組織運営に必要な規程を整備、実践し経営基盤の強化が図られていることは評

価できるものと考えている。組織運営に必要な各種規程等、これは就業規則、職

務分掌規程、決裁規程などになるが、これら各種規程の検証は具体的にどのよ

うに行われているのか。検証の結果、見直された規程等があればお聞かせ願い

たい。 

 

法 人：特に就業規則を中心に法律上問題がないかを労務士に検証してもらった。最近、

最低賃金が急速に上がっているので、給料の基本給体系表を最低賃金を踏まえ

て見直した。また、弊社は朝の 7 時からやっている部分や、季節によって 19 時

まで営業するなど労働時間が変則的なため、その部分を労使協定に新たに追加

した。そのほか、ハラスメントや出産・介護・育児の休暇などに関する新しい法

律に合わせて、規程を見直している。 

 

委 員：規程は整備されているが、運用でうまくいかなかったというようなことがない

ように気を付けていただきたい。役員構成をみると常勤は社長のみなので、役

員会や株主総会等の中で、ガバナンスを整備するなど、組織としてもしっかり

取り組んでいただければと思う。 

 

委 員：財務の健全性について、当期利益を継続的に確保しており、また累積欠損金や

借入金もなく、安定した財政運営に努力してきたことについては大いに評価で

きるものと考えている。また、自己資本比率も非常に高く問題ないと判断でき、

法人の資金繰りについても流動比率が非常に高く、評価できるものと考えてい

る。今後、更なる増収などを目指すに当たり、現状において、強化すべき点があ

ればお聞かせ願いたい。 

また、前回の三次評価では、将来の法人運営上必要な資金を確保していること

は認められるが、具体的な計画、これは修繕、新規事業への取り組み、役員退

職金積立などに必要な適正額の積立が実行されていることを明確に示すことが

必要との課題があった。名目ごとの積立の適正額はいくらで、それぞれの残高

を把握されているのかお示し願いたい。 

 

法 人：更なる増収等を目指すに当たり、現状において強化すべき点については、業績

は順調にきているが、一つ懸念されるのは道の駅の顔である農産物直売コーナ

ーの売上についてあげられる。弊社は、農産物直売コーナーをテナントのかた

ちでやっており、売上は、コロナ禍が落ち着いてからは V 字回復で伸びていた
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が、最近では農産物直売コーナーの組織が高齢化していて、伸び悩み、下降傾

向にある。他の部門でカバーしているので、現状大きな問題はないが、この先、

道の駅全体の収益減収に繋がらなければいいと危惧している。収益の面でもマ

イナスになるし、道の駅の顔である農産物直売コーナーが弱いというような評

価がされないか心配している。こちらの立場としては、農産物直売コーナーへ

改善に向けた要望等を伝えているが、経営の中までは入れる立場ではないので、

あまり改善されていない状況である。今後としては所管課とも相談して、対応

していく必要があると考えている。 

積立については、現在、引当金として、賞与引当金、役員退職引当金、貸倒引

当金を積み立てている。建物が 30 年を経過し、老朽化で修繕が最近多くなっ

てきていることから、令和 8 年度から毎年 200 万円の修繕引当金を計上する予

定。剰余金は目標の 1億円まで貯まった。目的としては、現在借地で整備して

いる駐車場やりんご園などは毎年 400 万円くらい費用がかかっているので、買

取の資金のために積み立ててきた。しかし、そこの場所自体が数年前から土砂

災害の警戒区域になったこともあり、そこの場所の取得は市と協議して考える

必要がある。また、修繕引当金については、今後も修繕箇所が出てくるので必

要になってくる。他にもイベント時の大きなテントや会議室がないのでそうい

ったところに関しても所管課に提案はしているが、市の施策とも関わることな

ので、今後、施設所管課と協議した上で、定期報告会や取締役会で、役員の意

見も聞きながら、積立計画を組んでいければと考えている。 

 

委 員：株式配当について、規程などはあるのか。 

 

法 人：利益が 1 千万円以上でている年は、配当することを施設所管課や株主などに相

談して決めたが、規程等で定めたものはない。今後さらに利益が上がるようで

あれば、株主総会等で議論になると思う。 

 

委 員：経営戦略プラン 21 ページ目の目標「キャッシュレス決済拡充」について、令和

6 年度、令和 7 年度「検討（実施）」と書いてあり、実施済みかと思うが、各種

クレジット、PayPay、WAON、バーコード決済対応済みという理解でよろしいか。 

 

法 人：はい。 

 

委 員：法人の経営状況を説明する書類の事業報告書のうち、事業成績及び財産の状況

の推移の令和 6 年度第 29 期をみると、営業外利益において 2,900 千円減少し

ているのはどのような理由かお伺いしたい。 
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法 人：令和 5 年度に対する令和 6 年度の減少額が 2,341 千円あり、大きく下がった。

この理由は、令和 5 年度は積雪により屋根が壊れたので、JA の保険が 1,909 千

円入ってきた。そのほかに、キャッシュレス決済をレジに対応させるための補

助金が 410 千円、合わせて 2,319 千円の普段入ってこない収益が令和 5 年度に

あったため。 

 

委 員：透明性については、情報公開に関する規程を整備しており、また、当該法人に

関する各種情報、これは事業報告や決算資料などになるが、各種情報について

インターネットも活用して積極的に公表するなど、その透明性の確保に向けた

取組は大いに評価できるものと考えている。 

今後の方向性についてはどのようにお考えなのかお聞かせ願いたい。 

 

法 人：所管課の指示に従って全て公開するつもりである。隠すものは何もないと思っ

ている。 

  

 委 員：自立性については、イベント開催や道草庵におけるカレーコーナーの新設など

により、自主財源の確保に積極的に取組むなど、独立した経営体として自主・

自立化に努めていること、また、経営成績 3 期黒字を維持していること、財政

状態も盤石であること、市からの収入にも依存していないことを考慮すると、

法人の自立性については問題ないと考えている。 

今後の課題があればお聞かせ願いたい。 

 

  法 人：今後の課題は施設全体と考えた場合の農産物直売コーナーの売上低下があげ

られる。それ以外では今のところ特に課題はないと考えている。 

 

  委 員：最後になるが、中長期的な視点の下で、令和 5年 3 月に策定した経営戦略プラ

ンについて、現時点での進捗状況を簡潔にお聞かせ願いたい。 

 

 法 人：業績面では令和 5 年度、令和 6 年度の純売上高、売上総利益、当期純利益、す

べて順調にきている。令和 7 年度も順調に経過しているが、経費はだいぶかか

っている。売上総利益はある程度伸びると思うが、経費も増えているので、増

収減益になるのでは予想している。 

 

委 員：市所管課に聞くが、今後、市の施策等の推進に当たって、当該第三セクターと

どのように連携していくのか、今後の方向性についてお聞かせ願いたい。 
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所管課：株式会社アップルヒルは、地域に根差した運営と柔軟な経営手法を有してい

る。市の各種施策を現場レベルで実行、展開していくうえで、単なる施設管理

者にとどまらず、重要なパートナーであると認識している。今後の目標や役割

を共有しながら連携を深めるために定期的な協議や情報共有の場を設けてい

きたいと考えている。 

 


